
品川区国民健康保険条例の一部改正

(1)保険料率等の変更

1」メ△「ソ'31 応?

①基礎賦課額

条文および区分

第15条の4

弔15条の8

第30号議案品川区国民健康保険条例の一部を改正する条例

犬六安と同じ、

第19条の2

保険料率

年度

所得割

均等割

②後期高齢者支援金等賦課額

賦

保険料賦課限度額

7割減額(1号)

5割減額(2号)

2割減額(3号)

課

条文および区分

六としている

平成31年度(案)

。 11

第15条の12
第15条の16

所得割

61

フ.25/100

39,900

均等割

39

610,000

27,930

弔19条の2

(単位:円・ツ0)

平成30年度

保険料率

③介護納付金賦課額

賦

年度

所得割

62

所得割

均等割

保険料賦課限度額

7割減額(1号)

5割減額(2号)

2割減額(3号)

条文および区分

フ.32/100

39,000

均等割

38

580,000

27,300

19,500

フ,800

19,950

フ,980

④軽減対象となる所得基準額の引上げ

平成31年度(案)

生11

弟16条の4
弟16条の5

条文および区分

所得割

61

弔19条の2

2.24/100

12,300

均等割

39

190,000

8,610

6,150

2,460

弔19条の2

(単位:円・%)

平成30年度

保険料率

(2)施行期日

平成年4月1日

賦

年度

5割減額(2号)

所得基準額算定式

2割減額(3号)

所得基準額算定式

所得割

62

所得割

均等割

保険料賦課限度額

均 7割減額(1号)
等 5割減額(2号)

011 2割減額(3号)

2.22/100

12,000

均等割

38

190,000

8,400

6,000

2,400

平成31年度(案)

年度

国保制度改革に伴う特別区の対応方針等について(保険料率関係)

①特別区の対応方針

下来的な方向性内統一、余犬水準医療の正ヒ収納率の向上法定外,、入

の舮消又は'ー,にかって段的に行すへく23区統て、武する

なお、特別区の水準を参考に独自に対応することも可とする

害11
所得割

52

平成31年度(案)

資料^厚生委員 ^

平成 31年2月25日

健康推進部国保医療年金課

1.51/100

15,600

均等割

48

160,000

10,920

フ,800

3,120

(単位:円円陶

平成30年度

1.51/100

15,600

均等割

47

160,000

10,920

フ,800

3,120

方法の八(2)別区 ^ 1\ι':゛:'

国保制度の広域化により、納付金をべースにした保険料率算定を行うこととなったた

め、特別区においても23区の納付金額をへースにした辛たな統一保r、'斗率方式により

保険料率算定を行うことになった。

なお、東京都が示す各区の収納率を反映した標準保険料率は「参考値」として捉えるこ

ととする。

2旦生ΩΩΩ

(単位:円)

所得割

53

(4)法定外゜入の j"又は'減

上記の激変緩和措置により保険料の引き下げを図るが、激変緩和措置の割合を原則年

1%ずっ引き上げ、法定外繰入を段階的に解消御司j→することを目指す。

平成30年度

510,000

'.・式(基3 )における(3)たな ':、

特別区では新制度開始から6年間保険料の激変緩和措置を実施する。(6年間かけて

段階的に縮小)

平成31年度では、本来必、要となる保険料額に95%を乗じた金額を保険料率算定用

の賦課総額とすることで、保険料率を引き下げ、負担軽減を図る。

(保険料賦課総額を減じた分、各区の法定外繰入金で補填する。)

275,000

才品川区では上記の対応方針のもと決定した「平成31年度基準保険料率(特別区長会最終

案)」と同率の保険料率とし、特別区として一体となって国民健康保険事業を推進していく

500,000

なお、国や都においても制度開始から6年間の激変緩和策として追加公費投入し、保険

料負担の軽減を図る。
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0品川区国民健康保険条例

(結核・精神医療給付金)(結核・精神医療給付金)

第12条陥泗各)第12条陥Ⅷ各)

2 精神医療給付金は、被保険者が障害者の日常生活および社会生活を総合的2 精神医療給付金は、被保険者が障害者の日常生活および社会生活を総合的

に支援するための法律(平成17年法律第123号)第認条の規定による負担におに支援するための法律(平成17年法律第123号)第58条の規定による負担にお

いて医療印章害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律いて医療(障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律

施行令(平成18年政令第10号。以下耶章害者総合支援法施行令」という。)施行令(平成18年政令第10号。以下耶章害者総合支援法施行令」という。)

第1条の2第3号に規定する精神通院医療に限る)に関する給付を受ける第1条の2第3号に規定する精神通院医療に限る。)に関する給付を受ける

場合であって、障害者総合支援法施行令第35条第3号または第4号に該当す場合であって、障害者総合支援法施行令第35条染1頂第3号または第4号に

該当する者である場合に支給するる者である場合に支給する。

3 (省m制3 (省略)

4 結核・精神医療給付金の支給額は、次のとおりとする。4 結核・精神医療給付金の支給額は、次のとおりとする。

(1)結核医療給付金第1項に規定する場合における自己の負担の額に相(1)結核医療給付金第1項に規定する場合における自己の負担の額に相

当する額当する額

(2)精神医療給付金第2項に規定する場合における自己の負担の額に相(2)精神医療給付金第2項に規定する場合における自己の負担の額に相

当する額ただし、障害者総合支援法施行令第35条第3号または第4号に当する額。ただし、障害者総合支援法施行令第35条第1項第3号または第

4号に規定する額を限度とする。規定する額を限度とする。

5 (省略)5 陥1各)

6 (省W制6 (省略)

(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率)(一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率)

第15条の4 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。第15条の4 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。

(1)所得割 100分の7.32(1)所得割 100分の7.25

(2)被保険者均等割被保険者1人につき 3万9,000円(2)被保険者均等割被保険者1人につき 3万9,900円

2 前項第1号の所得割は、一般被保険者に係る基礎賦課総額の100分のに相2 前項第1号の所得割は、一般被保険者に係る基礎賦課総額の100分の62に相

当する額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎当する額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎

控除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第2項第4号ただし書に規定控除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第2項第4号ただし書に規定

する場合にあつては、国民健康保険法施行規則(昭和33年厚生省令第53号。する場合にあつては、国民健康保険法施行規則(昭和33年厚生省令第53号。

以下「省令」という)第32条の9に規定する方法により補正された後の金客以下「省令」という)第32条の9に規定する方法により補正された後の金客

とする)の総額で除して得た数とし、同項第2号の被保険者均等割は、一般とする)の総額で除して得た数とし、同項第2号の被保険者均等割は、一般

被保険者に係る基礎賦課総額の100分の39に相当する額を当該年度の前年度被保険者に係る基礎賦課総額の100分の38に相当する額を当該年度の前年度

新

新旧対照表



新

旧

およびその直前の2力年度の各年度における一般被保険者の数等を勘案しておよびその直前の2力年度の各年度における一般被保険者の数等を勘案して

算定した数で除して得た額とする。 算定した数で除して得た額とする

(基礎賦課限度額) (基礎賦課限度額)

第15条の8 第H条の4または第15条の5の基礎賦課額(一般被保険者と退職第15条の8 第H条の4または第15条の5の基礎斌課額(一般被保険者と退職

被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第N条の4の基礎賦課額と第15 被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第H条の4の基礎賦課額と第15

条の5の基礎賦課額との合算額をいう。第19条および第19条の2において同条の5の基礎賦課額との合算額をいう。第19条および第19条の2において同

じ)は、 58万円を超えることができない。じ。)は、 61万円を超えることができない。

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率) (般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率)

第15条の12 一般被保険者に係る後期高棚者支援金等斌課額の保険料率は、次第15条の12 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次

のとおりとする。のとおりとする。

(1)所得割 100分の2.24 (1)所得割 100分の2.22

(2)被保険者均等割被保険者1人につき 1万2,300円 (2)被保険者均等割被保険者1人につき 1万2,000円

2 前項第1号の所得割は、一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額2 前項第1号の所得割は、一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額

の100分のに相当する額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の100分の62に相当する額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年

の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第3項第4 の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第3項第4

号ただし書に規定する場合にあつては、省令第32条の9の2に規定する方法号ただし書に規定する場合にあつては、省令第32条の9の2に規定する方法

により補正された後の金額とする)の総額で除して得た数とし、同項第2号により補正された後の金額とする)の総額で除して得た数とし、同項第2号

の被保険者均等割は、一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の10 の被保険者均等割は、一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の100

分の39に相当する額を当該年度の前年度およびその直前の2力年度の各年度分の38に相当する額を当該年度の前年度およびその直前の2力年度の各年度

における一般被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額とする。における一般被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額とする。

(介護納付金賦課額の保険料率)(介護納付金斌課額の保険料率)

第16条の4 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金斌課額の保険料率は、第16条の4 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率は、

次のとおりとする。 次のとおりとする。

(1)所得割 100分の1.51 (1)所得割 100分の1.51

(2)被保険者均等割被保険者1人につき 1万5,600円 (2)被保険者均等割被保険者1人につき 1万5,600円

2 前項第1号の所得割は、介護納付金賦課総額の100分のに相当する額を介2 前項第1号の所得割は、介護納付金賦課総額の100分のに相当する額を介

護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基礎控

除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第4項第4号ただし書に規定す除後の総所得金額等の見込額(令第29条の7第4項第4号ただし書に規定す

る場合にあつては、省令第32条の10に規定する方法により補正された後の金る場合にあつては、省令第32条の10に規定する方法により補正された後の金

額とする。)の総額で除して得た数とし、同項第2号の被保険者均等割は、介額とする。)の総額で除して得た数とし、同項第2号の被保険者均等割は、介

護納付金賦課総額の100分の48に相当する額を当該年度の前年度およびその護納付金賦課総額の100分のに相当する額を当該年度の前年度およびその

直前の2力年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等を勘案して直前の2力年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等を勘案して

算定した数で除して得た額とする算定した数で除して得た額とする
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(保険料の減額)(保険料の減額)

第19条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の額は、第第19条の2 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の額は、第

N条の4または第15条の5の基礎賦課額からそれぞれ当該各号のアに定める H条の4または第15条の5の基礎賦課額からそれぞれ当該各号のアに定める

額を減額して得た額(当該減額して得た額が61万円を超える場合には、61万額を減額して得た額(当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万

)、第15条の10または第15条の13の後期高齢者支援金等賦課額からそれぞれ円)、第15条の10または第15条の13の後期高齢者支援金等賦課額からそれぞれ

当該各号のイに定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が19万円を当該各号のイに定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が19万円を

超える場合には、19万円)および第16条の2の介護納付金賦課額からそれぞ超える場合には、19万円)および第16条の2の介護納付金賦課額からそれぞ

れ当該各号のウに定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が16万円れ当該各号のウに定める額を減額して得た額(当該減額して得た額が16万円

を超える場合には、16万円)の合算額とする。を超える場合には、16万円)の合算額とする。

(1)(省略)(1)陥1割

ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき2万7,930 ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき2万7,300

新

イ後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき8,610円

ウ介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき1万

920円

(2)前号に規定する総所得金額および山林所得金額ならびに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に

定する金額に28万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に、保険料

の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。)現在においてそ

の世帯に属する被保険者の数および特定同世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であ

つて、前号に該当する者以外の者

ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき1万9,950

イ後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき6,000円

ウ介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき

フ,800円

(3)第1号に規定する総所得金額および山林所得金額ならびに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に

規定する金額に、50万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に、保

険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。)現在におい
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イ後期高蛉者支援金等贈課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき8,400円

ウ介護納付金贈課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき1万

920円

(2)前号に規定する総所得金額および山林所得金額ならびに他の所得と区

分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に

定する金額に27万5,000円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に、保

険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。)現在におい

てその世帯に属する被保険者の数および特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者

であって、前号に該当する者以外の者

ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき1万9,500

イ後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき6,150円

ウ介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき

フ,800円

(3)第1号に規定する総所得金額および山林所得金額ならびに他の所得と

区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第3M条の2第2項に

規定する金額に、51万円に当該年度の保険料賦課期日(賦課期日後に、保

険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日とする。)現在におい

里

巴

旦

里



新

てその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であ

つて、前2号に該当する者以外のもの

ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき7,980円

イ後期高齢者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき2,460円

ウ介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき

3,120円

付則

1 この条例は、平成31年4月1日から施打する

2 改正後の,15条の4、,,15条の8、第15条の12、第16 の4およひ第19条

の2の規定は、平成31年度分の保険料から適用し、平成30年度分までの保険

1斗仁ついては、なお従前の例仁よる
旧

てその世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であ

つて、前2号に該当する者以外のもの

ア基礎賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人につき7,800円

イ後期高齡者支援金等賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人に

つき2,400円

ウ介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額被保険者1人にっき

3,120円

4/4



【参考】保険料の算定方法
納付金

医療給付費等
の見込み額

課総額

保険事

業費(健
納付金

康ψ査

等)

特別交付金、保険料未収見込額

高齢者支援金分、

介護納付金分も

同様に算定

賦課'額

2

都が費用見込みを算出して区市
町村ごとに納付金を算定

所得割総額

「1^「^

均等割総額

納付金に保険事業費や交付金
等を増減して賦課総額を算定

【参考】統一保険料方式(基準保険料率)とは?

特別区間の申し合わせ。

◆①特別区の一体性、②制度開始(※1)以来同一保険料を
運用してきた経緯を重視。(※2)

◆①都内保険料水準の統一、②医療費の適正化、③収納
率の向上、④法定外繰入の解消又は縮減などの課題に
ついて、将来的な方向性に沿って段階的に移行すべく23

区統一で対応する。(※3)

◆保険料率や保険給付、保険料の減免などを共通

し

て決め、各区で条例をつくるときには、原則この, 3

に合わせる。(※3)

賦課割合に応じて所得割・均等

割の総額を算定

全体で割り返して、所得割率・均
等割額を算定

※1)昭和34年東京都の事業調整のもと同一保険料率の適用開始。

'ー'「※2)平成12年東京都による事業調整が廃止、主的にき。

※3)平成29年国保制度改革を受けて、国保広域化を踏まえた「統一保険料式」を申し合



【参考】特別区基準保険料率による算定方法

賦課総額(特別区総額)

納付金

X95%

^^^^^^^^^^^^^^

特別交付金

課総額

保険事

業費(健

康診査
等)

所得割総額

L^1[^

特別区合計の納付金の95%で

賦課総額を算出(特別区独自

の激変緩和策)。

※保険料未収額は見込まない

均等割総額

■保険料率炉耐昇割率・均等割額)の改正①

賦課割合(58:42)で所得割総額

と均等割総額を算出

改正の目的
被保険者の高齢化、医療の高度化に伴う医療費の増加に対応する

保険料の 方法

保験
(医村畳分)

X所舟筈伸

均等冒^X加'1、

十

3

均等

分

X

Xm入

゛

介護納付金分

(和~64歳

X 得割牢
X加.入

4

=



■保険料率炉后号割率・均等害峪動の改正②

所'日率

均等割額

均等寄1額(7寒減後の賦課翻

均等害1顯(5寄、後の賦課額J

均等割顯(2割軽滅後の賦課額J

分)

平 1年(鋼

725%

\39.900

平成30年

\11,970

\19,950

\31,920

■保険料率炉后号割率・均等割額)の改正③

フ.3200

\39,000

後期

\11.700

\19,500

\31.200

△0.07%

所得割率

均等割額

均等割額(7割軽減後の賦課額)

均等割額(5割軽減後の賦課顯)

均等割顯(2割減後の賦課額)

\900

\270

(後期

\450

\720

支

平

分)

1年度(案)

2.24%

\12300

平成釦年

\3.690

\6,150

\9,840

5

22200

\12.000

\3.600

\6,000

\9,600

0.02%

\釦0

\90

\150

\240

6



■保険料率炉后与割率・均等割額)の改正④
介納付金

所殆割率

均等,

均等割額(7割軽減後の賦課額)

均等割額(5割後賦課額)

均等割額(2割軽減後の賦課顯)

(介納 分)

平成31年度()

1.51%

\15,600

\4,680

\2,340

\1β72

平廊0年度

1.51%

■賦課限度額の改正

\15,600

\4,680

\2,340

\1β72

改正の目的
高額戸斤得層の俣険料を増額することにより、中問所得層の負担増を緩手吋る。

0.00、

賦課

\0

額

8

31年度(案)

額

鉛付費分)

30与度

61万円

(+3万円)

+

期哀金者

支擾分

58万円

7

19万円

(変更なし)

゛

介遜納付金分

(40歳~64 )

19万円

16万円

(変更なし)

16万円

=

0
 
0
 
0

\
\
\



■減額賦課・世帯軽減基準額の改正①
^との目的

低所ヲの料負_、を目的とした制。
世帯主と国保加入者全員のr年所得が基準額以下と判明した世帯の均等害客睦減
額する。
軽減基準額を上げることで、軽減対象世帯の拡大審図る,

7

世帯の軽減基準顯
(所得翻

5

世帯の軽減基準額
(所得額)

2 額

世箒の軽減基準顯
(所得額)

平成31年度(案)

33万円+仂口入者X28万円)

平成31年度(案)

33万円

33万円+(加入者X51万円)

平成31年度(案)

■減額賦課・世帯の軽減基準額の改正②
~平成30年度軽減世帯の状況~

世帯数

平成釦年度

33万円+(加入者X27 5万円)

33万円

平成30年度

33万円+(加入者X50万円)

増減

変更なし

平成釦年度

平成30年度

一人当たり5千円

Fメ、

土j或フロ

5 1
2害1

軽減対象
全世帯

平成30年度

一人当たり1万円

卓対急

7割軽轤

5劃軽減

.2割軽減

世

10

31.519

14.4卯

5,090

4.466

24.046

55.565

事対愈

一割軽減

5割軽減

■2割軽減

46.船3

17.510

フ.羽1

フ.339

32.830

78.913

被保険者数

9



■今回の改正の特徴

口昨年度と比較して、一人当たりの医療給付費は伸びている。

30年度31年度 増減

特別区 5,508円(2.0%)268,892円274,400円

口特別区全体では一人当たりの保険料は増加しているが、品川区に

おいては若干減少している(品川区の所得水準が比較的高いため

所得割率減少の効果が大きい)。

品川区 132,924円132,308円

特別区 125,174円 121,988円

口激変緩和策の効果が継続している。

■激変緩和措置(平成31年度)

国による激変緩

和措置

都独自の財政支

援

特別区の激変緩
和措置

増減

△616円(△0.46%)

3,186円(2.61%)

東京都

48.94億円

合計

1097億円

38β5億円

"

59.91億円

割合

フ.フ7億円

155億円

79.4%

201.62億円

70.8%

12



国民健康保険料の保険料率等の推移①

【基礎分&後期高齢者支援金分】

平 29年度平 31年度(案)平'30 度 平'28

特別区、',割合 58:4258:42 58:4258:42

炉ノi1昇割:均等害1) 58:4258:4258:42 58:4258:4258:42 58:4258:42

品川区課割合 61:3962:38 61:3961:39

(所写害1上均等害D 61:3961:3962:38 61:39 60:4062:3861:3961:39

口.ー、、

所得割率ロロ 9.54% 9.43%9.49% 8.88%

特川
別 基礎分支援金分区 2.02%フ.32% 2.220b フ.47% 6.86%1.96%2.24%725%
区

統保
均等割額 52,200円 四,500円51,000円

基礎分支援金分 39,900円 12,300円 39,000円 12,000円 38,400円 H,100円

賦課限度額 730,000円フ70,000円800,000円

基礎分支援金分 540,000円 190,000円580,000円 190,000円610,000円 190,000円

※11人当六り呆険料
]21,988円 118,441円 IH,189円125,174円

による減額前値

支援金分95,640円 29,534円 93,287円 28,701円 92,2釣円 26,152円 85,164円 26,025円

金額 フ,252円 4,644円3,186円 3,547円

平 27年度

27,750円 90,769円 27,692円 84,乃0円 27,000円

+2.61% +4.3600

※1 一人当たり保険料は各年度の料率試算見込時の比較。

132,308円

58:42

フ,751円

特別区

(額

基礎分 81,103円 25,442円

3,442円

(3,044円)

十3.34%

(+2.94%)

111,750円

58:42

9.86%

H8,461円

46,200円

35,400円 10,800円

730,000円

540,000円 190,000円

十6.54%

60:40

60:4060:40

58:42

+2.99%

特別区

1人当たり保険料
前度との差

フ.60%

56,024円

標準所得割率

132,924円

-0.46%

品刈区

(誠額措

1.98%6.45%

44,700円

33,900円 10,800円

690,000円

520,000円 170,000円

8.43%

基礎分支援金分7.60% 225%

標準均等割額 56β43円

基礎分支援金分43,936円 12,907円 43,227円 12,797円

2.26%

+6.52%

基礎分

品川区

1人当たり保険料

前年度との差

1人当たり保険料
による滅額前の値)

6,711円

+6.01%

126,212円

9.85%

+5.32%

98,462円

4,131円

106,545円

支援金分101,073円 31,235円 101,610円 31,314円

金額 -616円 6,712円

+3.84%

険
料

率
等

一
基

準
と

同
じ

)

率

率

【
参

考
】

品
川

区
標

準
保

険
料

率



【介護納付金分】

別区'課割合

(所得割:均等割)

割合川区
^
^

(所得割:均等割)

保品川区所得割率
(品川区独自)

険

品川区均等割額
料

(特別区基進と同じ)

ルで
『L

賦課限度額等

国民健康保険料の保険料率等の推移②

平成31年度(案)

1.3406

53:47

14,700円

平成30年度

52:48

160,000円

1.51%

53:47

15,600円

川区 /1

凖所得

平'29 度

53:47

160,000円

川
準

1.51%

50:50

介護分
等割額

15,600円

1.87%

49:51

'28年度

160,000円

13,929円

1.39%

50:50

15,600円

平 27年度

1.91%

50:50

160,000円

14,269円

1.35%

50:50

14,700円

49:51

160,000円

品
標

【
考

】
品

川
区

標
準

保
険

料
率

分
率

護
割

区
均

品
標



【平成30年度】政令指定都市における保険料率の比較

、,、

^ 、、

づ)十づ))

資産割
都市名

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市

熊本市

特別区

2
3

22,490円

42,302円

36,109円

29,470円

28,080円

35,525円

32,760円

29,782円

32,600円

限度額

フ7万円

フ7万円

73万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

73万円

73万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

フ7万円

4
5

6

応能 11

所得割

12.05%

9.65%

9.42%

8.フフ%

7

10.6100

8
9

10

Ⅱ

,＼益。1K基

均等割

22,710円

31,680円

36,900円

25,680円

43,660円

45,664円

34,000円

24,900円

33,700円

38,800円

54,311円

33,230円

29,185円

29,300円

42,380円

35,760円

32,902円

27,510円

29,223円

44,470円

51,000円9.5400

12

9.2000

9.40%

フ.75%

10.40%

フ.72%

9.69%

9.94%

10.3900

13

率
うコ+イづシ)

平等割

41,940円

33,600円

14

15

16

17

18

33,360円

19

20

11.1800

10.9000

23,600円

31,200円

26,500円

31,100円

11.2800

10.1500

10.03%

10.75%

10.フ700



平成31年度(都提示本係数)収入別・世帯構成別保険料試算〔モデルケースによる試算〕

保険料半等
(旧ただし世方式)

所丹割皐

均詳割額

り、当た1〕保険料頴

股課限度額

金,丘{65'」}上 1

作 収

30作度基鋼保料仏X医+

保険料〔b〕(医療+支擾)

前年度保険料との比較

1 00

0

30作塵基卸」保険朴

53:4758:'2

介護分悟療゛支扱分

9.51% 1.51%

15.60051,000

121,988 32.885

フ70,000 Ibo,000

対前年度比〔b)ノ〔.〕

30年皮.. CJ〔医掠゛

゛
,

保険料〔d〕(医療+支援+介唆)

前年度保険料との比較

d-

対前年度比〔d〕ノ〔0〕

均等割軒波対象

才

②イ三令受、名イ65歳以上)2人Ⅲ俳

収

年

30.度基鄭保下KO〕(医拡+')

保険料〔b〕(医療゛支撮)
前与度保賎料との比較

栴主(65歳

1ω万円

15.300

15660

100

6」ε,165

620,100

1.635

31年度基抑.保険料U゛終案)賦課割合

小計

即0万円

71 1.918

746,883

1,965

100

弐6に33

863.700

1,965

医療分

フ.25%

39.900

95.640

610.000

の

※ID万円

15300

15660

360

102

19950

20,340

360

102

7

対前年度比〔b〕ノ〔.〕

,

・PιιC 也+

二

標準保険料〔d〕(医療+支摂゛介殴)
糎準保険料との此較

d - C

対前年度比〔d〕ノ〔C〕

均穿割軽波討象

30

支援金分

224弊

12,300

29,534

190.000

102

0

2ω万円

85.638

86.363

725

1 02

」り.りSO

20.340

360

ー"

吐帯霊(65歳)+6!名(65歳・収人九し)〕

100万円 200刀1司※リ3万円

05.83830イ心0 30 ';00

9680331.32031.320

720720 965

CD 告リ j,"!' 1'(65'せ才そ') 1人 111:1;1 〔Ⅲ排 1.し10歳)のみ

収年 ※州万円

30年ι'1'施保険料{O U匠1 +:女〕 15300

保険料〔b〕(医療+支撮) 15.660
3】

前年度保険刺との比較午 360
b -0

反
対前年度比(b〕ノ〔.〕 1 02

30作皿保;斗ιC (躍゛'+,興) 19.9 0
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